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	食品衛生法施行令第９条第１項第１号
	類　型
	講習研修

	
	
	指定等の形態
	登録

	事務・事業の
概要
	○事務・事業創設時の趣旨
　食品衛生監視員は、国、都道府県、保健所設置市、特別区の官吏、吏員の中
から任命され、営業者への報告要求、営業施設等の臨検検査及び試験のための
収去を行うこと並びに食品衛生に関する指導を行うことを職務としている。
資格要件の一つとして、厚生労働大臣の登録を受けた食品衛生監視員の養成

施設において、所定の課程を修了した者であることが要件とされており、厚生

労働大臣は一定の基準を満たす施設を当該養成施設として登録している。
（参考：食品衛生法施行令第９条）

　食品衛生監視員は、以下のいずれかの者でなければならない。
　１．厚生労働大臣の登録を受けた食品衛生監視員の養成施設において、所定
　　　課程を修了した者
　２．医師、歯科医師、薬剤師又は獣医師

　３．学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校、旧大学令に基づく大学

　　　又は旧専門学校令に基づく専門学校において、医学、歯学、薬学、獣医

　　　学、畜産学、水産学又は農芸化学の課程を修めて卒業した者

　４．栄養士で２年以上食品衛生行政に関する事務に従事した経験を有する者

○事務・事業の内容

　食品衛生監視員として必要な知識及び技能を習得させ、食品衛生監視員の養成

を行う。



	事務・事業の
目的
	　一定の基準を満たす施設を養成施設として登録し、全国均一の水準により、食
品衛生監視員の養成を図る。



	
	関連する
政策目標
	　－


	
	関連する
業績指標
	　－

	
	指標の
目標値等
	　－

	法人の指定等
の状況
	　別紙のとおり。


	指定・登録等の基準に対する

よくあるお問い合わせと回答
	　特になし。

	料金等・積算根拠
	　－


	事務・事業の実績
	○登録実績（平成22年度）

　５施設（６コース）

　（内訳：学校法人５施設（６コース））



	国からの補助金等
	　－


	事務・事業の見直し状況（これまでの検証）
	「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設審査及び国の関与等の透明化・合理化のための基準」（平成１８年８月１５日閣議決定）に基づき、事務・事業の定期的検証を行っているところである。これまでに行った見直しは、以下のとおり・指定、登録等の基準、指定、登録等を受けた法人に係る事項等をインターネットで公開した。
●情報公開【事務・事業実施の透明性向上】

指定、登録等の基準、指定、登録等を受けた法人に係る事項等をインターネ
ットで公開した。


	事務・事業の必要性等・有効性
	●事務・事業の必要性

食品衛生監視員の資格要件の一つとして、厚生労働大臣の登録を受けた食品衛

生監視員の養成施設において、所定の課程を修了した者であることが要件とされ

ており、厚生労働大臣は一定の基準を満たす施設を当該養成施設として登録して

いる。

　食品衛生監視員は全国均一の水準により資格の付与をする必要があるが、国が

一括して食品衛生監視員の養成を行うことは困難であることから、良質かつ安定

した教育を担保できる法人を登録し、事務を行わせる必要がある。

●事務・事業の妥当性

　基準を満たした養成施設が全国各地にあることから、希望者が全国的に一定水

準の教育を受けることができる環境が整っており、利用者の利便性に資するもの

となっている。
●事務・事業の有効性
　一定の基準を満たす施設を養成施設として登録していることから、良質かつ安

定した教育が全国的に担保されることにより、全国均一の水準により資格の付与

を行う必要がある食品衛生監視員の養成に貢献している。

	事務・事業の執行体制の妥当性
	食品衛生法において、食品衛生監視員養成施設における教育内容、単位等を定

めているが、現在登録を受けている法人は、これらの基準を満たすかどうかを客

観的かつ厳格に確認した上で登録されているものであり、適切な法人選定が行わ
れていると考える。

また、厚生労働大臣は必要があると認めるときは、その設置者に対して報告を

求めることができるとされており、事務の適正な実施が担保されている。


	評価結果の総括

（現状分析（事務・事業の評価）と今後の方向性）
	上記の評価を踏まえ、食品衛生監視員の養成は定期的検証を行いながら継続す
る。



	備考
	












